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１ 債権管理重点プランの基本的な考え方 
  債権管理重点プランの基本的な考え方は、以下の５項目である。この基本的な考え方

を柱とした各種の取組みを図る。 

 

① 現年分徴収の徹底 
現年分の徴収の成果が、その後の滞納繰越額の増減に直結することから、現年分収納

率の向上を目指し、目標数値の達成に全力をあげる。 
  
② 滞納整理の強化 
公法上の債権については、より効率的な督促・催告の実施や財産調査、差押等の滞納

整理の強化を図る。私法上の債権については、司法的手段を講じることも含めてその履

行確保に努める。 
 

③ 収納事務の改善 

期限内納付による収納率向上に向け、口座振替やコンビニ収納などの利用促進を図る

とともに、将来のマルチペイメントの実施に向け、検討を進める。 
  
④ 職員の専門性の向上と債権管理体制の強化 
専門研修の充実、各債権管理所管課が持つノウハウの庁内共有化などにより、職員の

専門性を向上させるとともに、民間事業者の活用も含めた債権管理体制の強化を進める。 
  
⑤ 制度運用の適正化 
保険料賦課、貸付金の貸付等の制度運用について、引き続き、その適正化を進める。 
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２ 平成２６年度における債権の状況 
 
（１）概況 
  区では、平成２６年度から平成２９年度までの向こう４ヵ年にわたる債権管理重点プ

ランを策定し、さらなる収納率の向上と収入未済額の縮減に向け、取り組んできた。 

  平成２６年度決算における区の保有する全債権にかかる収入未済額は、約１６４億円

で、前年度と比べ、約３億円の減となり、債権管理重点プランに掲げる※９債権の収入

未済額の総額においても、前年度と比べ、減となった。 

   

※本プランの当初計画では対象８債権であったが、増加傾向にある生活保護費債権の取

組みを強化すべく、本プランの推進状況の報告にあわせ、対象債権に加え、９債権とし

た。 

 

（２）区の保有する全債権（会計区分ごと）にかかる収入未済額の前年度比較 

 

（単位：千円） 

会計名称 25年度(a) 26年度(b) 増減(b)-(a) 

一般会計 8,069,456 7,799,290 △270,166 

国民健康保険事業会計 7,675,105 7,711,289 36,184 

後期高齢者医療会計 295,372 329,823 34,451 

介護保険事業会計 631,503 525,819 △105,684 

中学校給食費会計 5,344 4,903 △441 

合計 16,676,780 16,371,124 △305,656 

（△はマイナスを表す） 

 

（３）平成２６年度 区の保有する全債権にかかる収入未済額内訳 

（単位：円） 

会計名称 款名称等 債権名 収入未済額 

一般会計 

特別区税 
特別区民税 特別区民税 6,222,637,231 

軽自動車税 軽自動車税 41,906,149 

諸収入 貸付金返還金 

奨学資金等貸付金返還金 124,876,234 

女性福祉資金貸付金返還金（利子含） 49,830,957 

区民生活事業資金貸付金返還金 37,425,630 

応急小口資金貸付金返還金 40,882,691 

母子福祉応急小口資金貸付金返還金 11,038,300 

中小企業振興事業資金貸付金返還金、

福祉奨学資金等貸付金返還金、災害応

急援護資金貸付金返還金（利子含） 

9,743,854 
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（単位：円） 

会計名称 款名称等 債権名 収入未済額 

一般会計 

諸収入 

生活保護費 生活保護費 1,025,964,070 

児童手当等返還金 児童手当等返還金 36,279,450 

違約金・賠償金 契約違約金、前払金返還利息、賠償金 3,670,692 

利用者負担金 自立支援給付利用者負担金 1,052,155 

参加料・利用料 

福祉緊急対応、ひとり親・養育困難家庭、

高齢者トワイライトステイモデル事業（緊

急雇用創出事業）、高齢者家事援助サービ

ス、中学校土曜講習会 

1,161,100 

その他 返還金・戻

入金等 

母子生活支援施設扶助費返還金 13,598,347 

心身障害者福祉手当・福祉手当過払い金 7,322,260 

学童クラブ間食費 4,522,000 

定額給付金返還金、行旅病人死亡人、高齢

者福祉電話返還金 等 
1,343,621 

緊急・一時保育料 区立保育園（緊急、一時）保育料 897,225 

住宅共益費、住宅利

用料 

子育てファミリー住宅共益費、特定公共賃貸住

宅共益費、高齢者集合住宅協力員利用料 
750,258 

納付金 非常勤職員社会保険料 397,616 

光熱水費等負担金 

北沢地域出張所、大蔵二丁目複合型子ども

支援センター、在宅復帰施設（烏山）負担

金、上北沢ホーム 

1,193,548 

保育所費 他区市町村からの受託児童保育所運営費収入 549,170 

分担金及

負担金 

保育所費 保育園保育料 74,585,670 

老人福祉施設費 養護老人ホーム入所者負担金 1,850,028 

児童保護費 入院助産入所者負担金 147,000 

母子生活支援施設費 私立母子生活支援施設入所者負担金 72,000 

使用料及

手数料 

公的住宅 

区営住宅使用料（共益費含） 41,256,676 

特定公共賃貸住宅（基金）使用料、子育て

ファミリー住宅使用料 
15,791,767 

区民センター地区会館等 けやきネット施設利用料 8,501,870 

道路占用 一般占用使用料 7,385,760 

高齢者住宅 高齢者集合住宅使用料、新樹苑使用料 4,757,078 

幼稚園 区立幼稚園入園料及び保育料 2,205,000 

民生施設 

在宅復帰施設（烏山）使用料、障害者緊急一時

保護（なかまっち）使用料、身体障害者自立体

験ホーム使用料、生活寮使用料 

956,802 

その他 学童クラブ利用料 4,737,500 
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（単位：円） 

会計名称 款名称等 債権名 収入未済額 

国民健康

保険事業

会計 

国民健康

保険料 
国民健康保険料 国民健康保険料 7,607,615,489 

諸収入 

加算金 退職療養給付費 34,279 

第三者納付金 第三者行為損害賠償金等 6,342,910 

返納金 無資格受診等返還金等 97,296,345 

後期高齢

者医療会

計 

後期高齢

者医療保

険料 

後期高齢者医療保

険料 
後期高齢者医療保険料 329,822,550 

介護保険

事業会計 

保険料 介護保険料 介護保険料 408,287,350 

諸収入 

返納金 
居宅介護サービス給付費 81,817,999 

施設介護サービス給付費 33,349,980 

加算金 
居宅介護サービス給付金 1,558,066 

施設介護サービス給付金 805,226 

中学校給

食費会計 
給食費 給食費収入 中学校給食費 4,903,248 

合  計 16,371,123,151 

 

 
（４）債権管理重点プランに掲げる９債権の収入未済額等の前年度比較 

  債権管理重点プランに掲げる９債権（生活保護費債権については、本プランの推進状

況の報告より掲載）の平成２６年度における収入の現況を前年度と比較し、収入未済額

及び収納率から、その増減を示したものが下記の表１～３である。   
                                          

現年分と滞納繰越分における収入未済額の前年度との比較（表１）     （単位：千円） 

債権 

現年分 滞納繰越分 

25年度 

(a) 

26年度 

(b) 

増減 

(b)-(a) 

25年度 

(a) 

26年度 

(b) 

増減 

(b)-(a) 

特別区民税 1,919,497 1,905,776 △13,721 4,720,262 4,316,862 △403,400 

国民健康保険料 4,037,228 4,031,611 △5,617 3,536,774 3,576,004 39,230 

介護保険料 220,233 220,692 459 180,503 187,595 7,092 

保育園保育料 20,375 25,889 5,514 48,240 48,697 457 

区立幼稚園保育料 1,050 478 △572 1,875 1,727 △148 

生活保護費 206,089 243,307 37,218 706,710 782,657 75,947 

奨学資金貸付金 11,322 10,233 △1,089 122,129 114,643 △7,486 

区営住宅使用料 9,322 15,331 6,009 25,303 25,926 623 

中学校給食費 1,135 957 △178 4,209 3,946 △263 

（△はマイナスを表す） 



5 

現年分に滞納繰越分を合わせた収入未済額の前年度との比較（表２）  （単位：千円） 

債権 25年度(a) 26年度(b) 増減(b)-(a) 

特別区民税 6,639,759 6,222,638 △417,121 

国民健康保険料 7,574,002 7,607,615 33,613 

介護保険料 400,736 408,287 7,551 

保育園保育料 68,615 74,586 5,971 

区立幼稚園保育料 2,925 2,205 △720 

生活保護費 870,462 1,025,964 155,502 

奨学資金貸付金 133,451 124,876 △8,575 

区営住宅使用料 34,625 41,257 6,632 

中学校給食費 5,344 4,903 △441 

合計 15,729,919 15,512,331 △217,588 

（△はマイナスを表す） 

 

収納率の前年度との比較（表３） 

債権 

現年分 滞納繰越分 計 

25年度 

(a) 

26年度 

(b) 

増減 

(b)-(a) 

25年度 

(a) 

26年度 

(b) 

増減 

(b)-(a) 

25年度 

(a) 

26年度 

(b) 

増減 

(b)-(a) 

特別区民税 98.2% 98.3% 0.1% 26.6% 27.8% 1.2% 93.4% 94.2% 0.8% 

国民健康保険料 85.1% 85.3% 0.2% 31.6% 29.4% △2.2% 73.6% 73.4% △0.2% 

介護保険料 98.1% 98.2% 0.1% 21.4% 19.6% △1.8% 95.8% 95.7% △0.1% 

保育園保育料 99.3% 99.2% △0.1% 14.7% 15.7% 1.0% 97.2% 97.3% 0.1% 

区立幼稚園保育料 99.1% 99.5% 0.4% 12.2% 22.2% 10.0% 97.4% 97.4% 0.0% 

生活保護費 43.9% 36.5% △7.4% 4.6% 4.5% △0.1% 17.6% 14.3% △3.3% 

奨学資金貸付金 84.7% 85.6% 0.9% 11.0% 13.1% 2.1% 36.6% 38.3% 1.7% 

区営住宅使用料 98.2% 97.2% △1.0% 25.9% 30.7% 4.8% 93.0% 92.9% △0.1% 

中学校給食費 99.3% 99.3% 0.0% 14.1% 14.3% 0.2% 96.0% 95.9% △0.1% 

（△はマイナスを表す） 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

収入未済額を前年度と比較した表１によると、各債権の現年分の収入未済額は、５つの

債権（特別区民税、国民健康保険料、区立幼稚園保育料、奨学資金貸付金、中学校給食費）

において前年度を下回っている。また、現年分収納率の前年度比較を表３から見ると、５

つの債権（特別区民税、国民健康保険料、介護保険料、区立幼稚園保育料、奨学資金貸付

金）で、それぞれ前年度を０．１～０．９ポイントの範囲で上回っている。 

次に、現年分に滞納繰越分を合わせた収入未済額の計を表２により前年度と比較する

と、４つの債権（特別区民税、区立幼稚園保育料、奨学資金貸付金、中学校給食費）にお

いてそれぞれ減少した。現年分に滞納繰越分を合わせた収納率の計については、表３のと

おり、３つの債権（特別区民税、保育園保育料、奨学資金貸付金）においてそれぞれ前年

を上回った。 
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３ 平成２６年度の主な取組み実績 
（１）口座振替利用と納付機会の拡大 

安定した納付につながる口座振替の利用の促進をはじめ、コンビニ収納、携帯電話・

スマートフォンを活用したモバイルレジによる収納やキャッシュカードを活用した口座

振替受付サービスの利用を促進し、納入義務者の利便性を高め、期限内納付を進めた。 

また、新たな収納方法として検討しているマルチペイメントやクレジットカードによ

る収納については、本計画期間中に方針を示すことを目標とし、検討を進めた。 

 

① 債権ごとのコンビニ収納利用件数割合の推移（過去５年） 

債  権 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 

軽自動車税 61.3% 62.9% 64.4% 64.6% 65.4% 

特別区民税 ※普通徴収分 32.9% 36.1% 39.9% 42.4% 48.2% 

国民健康保険料 31.1% 33.2% 35.1% 36.7% 37.5% 

介護保険料 27.2% 30.6% 34.3% 34.8% 33.1% 

  ② モバイルレジ収納の利用件数の推移（開始年度から） 

債  権 23年度 24年度 25年度 26年度 

特別区税 243件 784件 1,328件 1,716件 

国民健康保険料 151件 438件 845件 900件 

介護保険料 1件 18件 16件 30件 

③ キャッシュカードを活用した口座振替受付サービスの新規登録件数の推移（開始年度から） 

債  権 23年度 24年度 25年度 26年度 

特別区税 4件 85件 83件 86件 

国民健康保険料 8件 448件 685件 683件 

介護保険料 0件 31件 21件 16件 

  
〔参考〕マルチペイメントについて 

マルチペイメント（マルチペイメントネットワーク MPN）とは、各種の料金・税金などの収納を

行う収納企業・公共団体と各種金融機関をつなぐネットワークをいう。マルチペイメントを導入する

と、利用者は、ATMやパソコン、携帯電話等から税金、国民健康保険料、各種の料金などの支払いを

行うことができ、そのデータは、収納企業・公共団体と金融機関へ即座に反映される。 

 
（２）電話催告センターの活用 

特別区民税、国民健康保険料、保育園保育料、区営住宅使用料、中学校給食費にお

いて、電話催告センターを活用し、滞納初期の段階での「未納のお知らせ」と「納付

勧奨」を行った。この取組みは、主に滞納初期の未納について、スピーディーにその

お知らせと納付勧奨を行い、滞納額累積による徴収困難者の発生を未然に防ぐことを

狙いとし、電話催告システム等を活用し、効率的な電話催告を行っている。また、電

話催告センターの運営については、民間事業者に委託しており、事業者の有する電話

催告のノウハウ等を区の債権回収に活用した。 
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〔参考〕電話催告センターについて 

    電話催告センターの運営は民間事業者に委託しており、架電は、区役所納税課事務室内、保育

課別館事務室で行っている。土日祝日も催告を実施しており、架電時間はそれぞれ、納税課事務

室内からは午前 9時から午後 5時の間（指定した日は、正午から午後 8時の間）、保育課別館事
務室からは午後 6時から午後 8時の間である。電話催告センターの業務体制は、業務責任者、副
業務責任者、電話催告員で構成しており、1日あたり、平均 5名体制で行っている。 

     
（３）滞納整理の強化と公売の実施 

過去５年の滞納整理の件数の推移は、下記表のとおりとなった。 
 

滞納整理の推移               （単位：件） 
 差押 

債権  （年度） 22 23 24 25 26 

特別区民税 5,552 6,099 6,078 5,847 7,350 

国民健康保険料 783 761 919 622 784 

介護保険料 （6） （13） （4） （9） （7） 

※ 介護保険料の差押件数は交付要求の数である。          

 （単位：件） 

 公売 捜索 

債権  （年度） 22 23 24 25 26 22 23 24 25 26 

特別区民税 4 2 2 1 2 7 9 12 5 5 

国民健康保険料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

介護保険料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 
〔参考〕 

・差押について 

特定の有体物又は権利について、私人の事実上・法律上の処分を禁止し、確保することをいう。 
・公売について 

差し押さえている不動産や動産等を、入札等の方法により売却する制度のことをいう。 
・捜索について 

財産調査の一環として、滞納者の所有物又は居住その他の場所につき差し押さえるべき財産の発見

等のため立ち入って直接調査することをいう。 
 

（４）職員の専門性の向上 

債権管理研修を実施し、ノウハウや知識の向上と業務改善の視点を持った職員の育

成に取り組んだ。研修の内容としては、東京弁護士会自治体等法務研究部の弁護士を

講師として、自治体債権管理における債権の意義から私法上の債権における司法手続

きに至るまで、債権管理における基礎知識の習得に努めた。 
また、特別区民税を所管する納税課主催の研修に、同じく滞納処分の規定がある公

法上の債権（国民健康保険料、介護保険料）を担当とする職員にも参加を求め、ノウ

ハウの共有化を図った。 
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（５）私法上の債権における履行確保の強化 
再三の催告にもかかわらず、正当な理由もなく支払いに応じない私法上の債権の債

務者に対して、公平性・公正性の見地から法的手続きによる履行の確保を図るべく、

弁護士に委任し、その整理・回収を図った。 

平成２６年度においては、奨学資金貸付金、中学校給食費の２債権、計２９件を委

任し、次年度に継続した案件を含め、債権の一括弁済又は分納の合意等、約３割の案

件が支払いに応じている。 

この取組みは、平成２２年度から開始しており、委任開始以降からみると、約半数

の案件が支払いに応じた。 

一方、多重債務等の問題を抱える債務者に対しては、弁護士が有する多重債務の専

門的なノウハウに基づく納付相談を行い、適宜、法テラス等による債務整理につなぐ

など、債務者の生活再建を考慮した対応を行った。 
 
〔参考〕公法上の債権と私法上の債権の違いについて 

公法上の債権には、特別区民税をはじめとして、国民健康保険料、介護保険料、保育園保育料等

がある。特別区民税においては、地方税法に滞納処分に関する規定があり、また、それ以外の債権

についても、それぞれの根拠とする法律に「国税又は地方税の滞納処分の例を準用する」旨の規定

があり、その履行を確保するために区が自ら強制徴収をする手段が認められている（強制徴収公債

権）。それに対して、私法上の債権である区営住宅使用料、学校給食費、各種の貸付金等は、民法

や商法といった私法に基づく契約であるため、滞納者が自ら弁済しない限り、裁判所の力によらな

いで、区が独力で強制徴収することはできない。 
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４ 平成２７年度以降の取組み 
 区の財政状況は、特別区税や地方消費税交付金については増収が見込まれるものの、特

別区交付金は、国の税制改正等の影響により減となり、今後も法人実効税率引下げの影響

が懸念されるなど、予断を許さない状況にある。 

 持続可能で強固な財政基盤の確立に加え、区民に信頼される行政経営改革の推進のため、

引き続き、区民負担の公平性、公正性の確保に向け、高い目標収納率を維持し、各債権の

一層適切な管理に努め、滞納の予防や債権回収に向けた具体の取組みを着実に進めていく。 

 

（１）口座振替利用と納付機会の拡大 
安定した納付につながる口座振替や、特別区税、国民健康保険料、介護保険料で行

っているコンビニ収納や携帯電話等を活用したモバイルレジによる収納、キャッシュ

カードを活用した口座振替受付サービスの利用については、引き続き、利用を促進し

ていく。また、検討案件であるマルチペイメントとクレジットカードによる収納につ

いては、検討を継続し、本計画期間中に方針を示していく。 

 
（２）電話催告センターの活用 

特別区民税、国民健康保険料、保育園保育料、区営住宅使用料、中学校給食費につ

いては、電話催告センターを活用し、現年分徴収の徹底を進めていく。 
 

（３）滞納整理におけるノウハウの共有化と徴収体制の強化 

引き続き、滞納処分を行うことができる公法上の債権（特別区民税、国民健康保険

料、介護保険料など）を担当する所管課においては、各課単位で行っていた研修を、

各課連携して行うなど、ノウハウの共有化を図る。また、私法上の債権においても、

債権管理研修などを通じて、職員の有する債権管理に係る知識やノウハウを高めてい

く。 

徴収体制の強化については、債権管理連絡会を通じ、より効率的で効果的な徴収、

収納事務に向けて、徴収体制のあり方の検討を図る。 

 

（４）私法上の債権に係る履行確保の強化 
正当な理由もなく、再三の催告にも応じないなど、公平性・公正性の見地から看過

することができない案件については、弁護士へ委任し、議会への手続きを経た上で司

法的手段による対応を図る。 
 

（５）公金の徴収に関する民間事業者の活用 
規制緩和の状況やこれに伴う公共サービス部門への民間事業者の参入等を踏まえ、

民間事業者が持つ専門性とノウハウの活用について、引き続き、検討を進める。 
 

（６）適正な債権管理の推進 
 債権を担当する全所管課に対し、債務者との交渉記録や督促・催告の記録など、日

常における債権管理の必要性を改めて周知するとともに、上述した、債権管理研修等
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で得た知識を職場全体で活用できる仕組みづくりを、債権管理連絡会を通じ、図って

いく。 
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５ 債権ごとの取組み 
債権ごとの取組みは、１２ページ以下のとおりである。 

 
（１）対象の債権 

区が保有する債権は多岐にわたるため、主な公法上の債権（①～⑥）及び多額の収入

未済がある私法上の債権（⑦～⑨）を対象としている。なお、本プランの対象外となる

債権についても、債権管理連絡会等を通して債権管理に関する知識やノウハウを共有し、

この取組みの主旨に沿って債権管理の強化を図っている。 
①特別区民税 
（財務部納税課） 

②国民健康保険料 
（保健福祉部国保･年金課、保険料収納課） 

③介護保険料 
（高齢福祉部介護保険課） 

④保育園保育料 
（子ども・若者部保育認定・調整課） 

⑤区立幼稚園入園料及び保育料 
（教育委員会事務局学務課） 

⑥生活保護費 
（保健福祉部生活福祉担当課、各総合支所生活支援課） 

⑦奨学資金貸付金 
（子ども・若者部子ども育成推進課） 

⑧区営住宅等使用料 
（都市整備部住宅課） 

⑨区立中学校給食費 
（教育委員会事務局学校健康推進課） 

 
（２）取組み状況一覧の見方 
① 対象とする債権ごとに、以下の内容で構成した。 
・ 収納の現況（推移、目標及び実績） 
・ ２６年度実績に対する評価 
・ 目標実現に向けた取組み（取組み内容と実績） 

② 用語の説明 
・現年分とは、当該年度に新たに調定をたてて収入すべき金額を表し、滞繰（滞納繰

越）分とは、前年度以前に収入すべき金額が収入されず、年度を越えて滞納されて

いる金額を表す。 
・調定額とは、法令又は契約等に基づき調査・決定した収入予定額をいう。 
・収納率（％）＝収入済額÷調定額 
・不納欠損額とは、債権回収が不可能となり、会計上欠損処理された金額をいう。 
・収入未済額＝調定額－（収入済額＋不納欠損額）＋還付未済額 

＜注意＞ 
表中の数値は、各年度の決算時点での数値を使用している。原則として表示単位未満

を四捨五入しているため、表示の数値を用いた計算結果と結果欄に表示の数値が一致し

ない場合がある。滞納者数は、現年分と滞納繰越分の滞納者数の合計を表す。同一人に

ついて、現年分と滞納繰越分の両方で数えている場合（国民健康保険料、介護保険料）

がある。また、決算上の数値から還付未済額を差し引いた値を収入済額として用いてい

る場合（国民健康保険料、介護保険料）があり、この場合においては、収入未済額を算

出する際に還付未済額を考慮しない。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

対象債権ごとの取組み 
 
 

１ 特別区民税（財務部納税課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ１２～１３ 
 
２ 国民健康保険料（保険福祉部国保・年金課、保険料収納課）・・・・・・Ｐ１４～１５ 
 
３ 介護保険料（高齢福祉部介護保険課）・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ１６～１７ 
 
４ 保育園保育料（子ども・若者部保育認定・調整課）・・・・・・・・・・Ｐ１８～１９ 
 
５ 区立幼稚園入園料及び保育料（教育委員会事務局学務課）・・・・・・・Ｐ２０～２１ 
 
６ 生活保護費（保健福祉部生活福祉担当課・総合支所生活支援課）・・・・Ｐ２２～２３ 
 
７ 奨学資金貸付金（子ども・若者部子ども育成推進課）・・・・・・・・・Ｐ２４～２５ 
 
８ 区営住宅使用料（都市整備部住宅課）・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ２６～２７ 
 
９ 区立中学校給食費（教育委員会事務局学校健康推進課）・・・・・・・・Ｐ２８～２９ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



所管課名

１．収納の現況

（１）推移 単位：千円

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

現  調 定 額 101,972,174 100,543,813 102,110,984 103,740,909 108,337,871

年  収入済額 99,428,017 98,676,286 99,915,925 101,832,384 106,442,460

分  収 納 率 97.5% 98.1% 97.9% 98.2% 98.3%

滞  調 定 額 7,906,633 7,866,620 7,761,771 7,339,007 6,601,376

繰  収入済額 1,967,396 1,832,541 2,071,143 1,949,492 1,832,448

分  収 納 率 24.9% 23.3% 26.7% 26.6% 27.8%

 調 定 額 109,878,807 108,410,433 109,872,755 111,079,916 114,939,247

計  収入済額 101,395,413 100,508,827 101,987,069 103,781,876 108,274,908

 収 納 率 92.3% 92.7% 92.8% 93.4% 94.2%

597,603 499,941 520,454 673,298 458,040

7,893,242 7,412,572 7,374,157 6,639,759 6,222,638

53,071 55,600 52,867 50,132 48,813

・口座振替、
コンビニ（モ

（２）目標及び実績 単位：千円

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標 実績

収納率 98.0% 98.3% 98.0% 98.0% 98.0%

収入額 105,013,070 106,442,460 105,454,633 105,993,326 106,375,799

収入未済額 2,143,124 1,905,776 2,152,135 2,163,129 2,170,935

滞 収納率 27.0% 27.8% 27.0% 27.0% 27.0%

繰 収入額 1,986,930 1,832,448 2,094,993 1,946,577 1,841,202

対象債権名

　不納欠損額

　収入未済額計

特別区民税

　滞納者数

現
年

補足説明

財務部納税課

平成26年度

目標

50%
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(千円） 現年分収納の推移

調 定 額

収入済額

収 納 率
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３．目標実現に向けた取組み

26年度の取組み内容と実績 27～29年度の取組み

・口座振替、コンビニ（モバイルレジ含
む。）収納の利用を勧奨する。
・新たな収納方法の導入を検討する。
・マルチペイメントなどの導入を検討する。
・キャッシュカードを利用した口座振替受付
サービスを含め、口座振替の利用拡大につい
て、手法を検討する。
・「オール東京滞納STOP強化月間」など、
様々な機会利用し、納税広報のあり方を検
討・実施する。

２．26年度実績に対する評価

・計画的に督促や催告を実施するとともに、
その手法について検討し、収納率の向上を図
る。
　普通徴収者に対する督促と催告、特別徴収
者に対する督促と催告、軽自動車税に対する
催告
・電話催告センターによる納付勧奨を実施す
る。
・差押財産を効率的に換価するため、東京都
合同公売やインターネット公売等を活用す
る。

・財産調査を徹底し、差押等の処分を着実に
執行するとともに、支払い能力のない滞納者
に対しては、適正な執行停止に取り組む。
・計画的臨戸を実施する。　（年3回程度）
・他の徴税機関との連携を図り、徴収嘱託、
捜索等の可能な案件を検討する。

そ
の
他
の
方
策
に
つ
い
て
（

納

付
機
会
の
拡
大
等
）

督
促
・
催
告
な
ど
徴
収
強
化
の
方
策
に

つ
い
て

回
収
困
難
な
債
権
の
履
行
確
保
に
つ
い
て

　人口の増加などにより現年度分の調定額は増えている。
　収入額も増加しており、人口の増加などのほかに、平成25年度からの現年度を重視した徴収へ
の取組みや差押や執行停止などの滞納整理を進めたことによる。
　平成26年度特別区民税の収入済額は、約1082億7490万円で、前年度と比べ、約44億9300万円増
加した。
　収納率は、現年課税分は98.25％となり、前年度を0.09ポイント上回った。滞納繰越分は、前年
度を0.2ポイント上回った。特別区民税全体では、94.2％となり前年度を約0.8ポイント上回っ
た。
　収納率も堅調に推移しており、これまでの取組みによる成果が現れているといえる。現行の取
組み・滞納整理を進めていくことで、収入未済を減らしていくことが適切といえる。

・文書での催告にあたっては、封書の色など
の工夫を続けた。
・普通徴収の滞納者へ督促と催告を実施（年
7回）
・特別徴収の滞納者への督促と催告を実施
（年14回）
・軽自動車税の滞納者に対する催告を実施
（年2回）
・電話による納付の勧奨を実施（年181回。
土日夜間も含む）
・口座振替、コンビニエンスストア、モバイ
ルレジでの収納を勧奨した。

・財産調査を徹底し、差押等の滞納処分を執
行するとともに、支払い能力のない滞納者に
対しては、適正な執行停止に取り組んだ。
（滞納処分　差押7350件、参加差押47件、交
付要求325件）
・5月、10月、12月、3月に臨戸、差置、現状
調査を行った。
・東京都主税局機動整理課などとの2件の合
同捜索を含め5件の捜索を行ったことにより
滞納整理につなげた。
・景気の回復基調は続いているが、不動産の
任意売却（8件）、不動産担保ローンによる
自主納付（7件）は、前年度並みとなった。
（合計15件　約1億7800万円）
・東京都合同不動産公売に参加した。（公告
3件、売却2件、約3141万円の収入。1件につ
いても公売後、任意売却が成立した。）

・マルチペイメントについては、他の自治体
の導入状況・メリット・経費について調査し
た。
・東京都及び都内全域の区市町村で納税に取
り組む期間に合わせて広報紙による啓発など
に取り組んだ。
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１．収納の現況

（１）推移 単位：千円

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

現  調 定 額 25,663,118 26,290,529 26,461,274 27,151,061 27,472,979

年  収入済額 21,413,994 22,136,937 22,398,124 23,113,613 23,440,110

分  収 納 率 83.4% 84.2% 84.6% 85.1% 85.3%

滞  調 定 額 7,659,715 7,490,575 7,470,027 7,433,298 7,438,322

繰  収入済額 1,762,965 1,884,233 1,934,940 2,349,671 2,184,624

分  収 納 率 23.0% 25.2% 25.9% 31.6% 29.4%

 調 定 額 33,322,833 33,781,104 33,931,301 34,584,359 34,911,301

計  収入済額 23,176,959 24,021,169 24,333,064 25,463,284 25,624,734

 収 納 率 69.6% 71.1% 71.7% 73.6% 73.4%

2,381,350 2,058,842 1,928,001 1,547,073 1,678,951

7,764,524 7,701,093 7,670,237 7,574,002 7,607,615

93,069 94,308 93,575 96,434 94,426

(47,658) (49,297) (47,845) (43,593) (42,715)

（２）目標及び実績 単位：千円

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標 実績

収納率 92.0% 85.3% 92.0% 92.0% 92.0%

収入額 24,000,000 23,440,110 24,000,000 24,000,000 24,000,000

収入未済額 2,080,000 4,031,611 2,080,000 2,080,000 2,080,000

滞 収納率 29.0% 29.4% 29.5% 30.0% 30.5%

繰 収入額 2,157,000 2,184,624 2,194,000 2,232,000 2,269,000

保健福祉部国保･年
金課、保険料収納課

平成26年度

補足説明

目標

現
年

　収入未済額計

(現年度滞納者数）

国民健康保険料

　滞納者数

対象債権名

　不納欠損額

所管課名

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0

5,000,000

10,000,000

15,000,000

20,000,000

25,000,000

30,000,000

35,000,000

平
成
2
2
年
度

平
成
2
3
年
度

平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度

平
成
2
6
年
度

(千円） 現年分収納の推移

調 定 額

収入済額

収 納 率
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３．目標実現に向けた取組み

26年度の取組み内容と実績 27～29年度の取組み
督
促
・
催
告
な
ど
徴
収
強
化
の
方
策
に
つ

い
て

回
収
困
難
な
債
権
の
履
行
確
保
に
つ
い
て

そ
の
他
の
方
策
に
つ
い
て

（

納
付
機
会
の
拡
大
等
）

２．26年度実績に対する評価
○現年度分への取組み
①督促や催告等の継続的な取組み②若年層（21～35歳）も利用しやすいコンビニ収納やモバイルレジの活用③納付機
会の拡大に繋がる口座振替受付サービスの利用促進④納付忘れを未然に防ぐ電話催告センターの活用など、自主納付
を促すことにより、平成26年度現年度分の収納率は85.3％となり、前年度を0.2ポイント上回った。
○滞納繰越分への取組み
①職員の滞納整理に対する意識改革を図るため、東京都や納税課研修への積極的参加、課内研修の定期的な実施を
行った。②滞納処分に繋がる財産調査の強化や早期の差押等を行ったことにより、一層の債権回収を図ることができ
た。③短期被保険者証の更新時を活用した納付交渉に力を入れた。これにより、平成26年度滞納繰越分の収納率は
29.4％となり、昨年度に引き続き高水準の収納率となっている。

（１）納付機会の拡大としての口座振替受付サービス
や、若年層が利用しやすいコンビニ収納、モバイルレ
ジの更なる利用促進に努めた。
（参考）口座振替受付サービス利用件数：683件
（参考）モバイルレジ利用件数：900件
（２）更なる徴収強化に向けた組織や収納体制の強化
を図るため、検討及び体制整備を行った。
（３）賦課金額の縮減にも繋がる資格の適正化を国
保・年金課などの関連所管と取り組んだ。

（１）納付機会の拡大及び多様化に向けた調査・研究
引き続き、コンビニ収納、モバイルレジ、口座振替受
付サービスの利用促進及びクレジット収納などの納付
機会の多様化に向けた調査・研究
（２）財産調査等、徴収強化に向けた組織体制及び運
用体制の検討と整備
（３）資格の適正化の推進

（１）現年度分の徴収強化
　①督促状（5回発付）や催告書（4回発付）の発付な
ど、継続的な取組みを行った。
　②電話催告センターの活用による納付勧奨を実施し
た。
（参考）電話催告センター架電目標数：27,760件、架
電実績：39,034件
（２）納付交渉の強化
　短期被保険者証更新時を活用した来庁要請と納付交
渉を実施した。
（参考）取組件数（9月、3月に実施）：3,793件
（３）若年層に対する徴収
　納付率が低い若年層の納付意識の啓発、及び納付に
繋げるため、若年層対策専用の催告を行う納付勧奨通
知の送付を行った。
(参考）対象件数（12月に実施）：985件

（１）現年度分の徴収強化
　督促 ・催告の発付による継続的な取組みのほか、
電話催告センターによる効果的な電話催告の実施
（２）短期被保険者証交付対象者に対する徴収強化
　被保険者証一斉更新に伴う短期証予告通知書等と組
み合わせた効果的な納付交渉の実施
（３）若年層に対する徴収強化
　 引き続き、若年層に対する納付意識の啓発と納付
勧奨の強化

（１）滞納整理の強化
　支払い能力がありながら、納付意思のない未納者に
対しては、預貯金や生命保険等の財産調査を積極的に
行い、差押等とともに自主納付を促した。
（参考）差押件数：784件
（参考）財産調査件数：39,838件
（２）不動産公売の調査・研究
　不動産公売を視野に入れた調査・研究を行った（東
京都不動産合同公売の見学等）。
（参考）不動産鑑定実施件数：1件
（３）執行停止の実施
納付交渉や財産調査等により、支払い能力がないと判
断された未納者に対しては、法に基づき執行停止を実
施し、効率的な債権管理に取り組んだ。
（参考）執行停止件数：1,746件

（１）滞納整理の強化
　引き続き、財産調査の強化による差押等の滞納処分
の実施
（２）不動産公売の調査・研究
　合同公売（東京都）等を活用した不動産公売の調
査・研究
（３）執行停止の実施
　支払い能力がない未納者に対して、法に基づく執行
停止の実施
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１．収納の現況

（１）推移 単位：千円

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

現  調 定 額 8,634,394 8,898,076 11,313,527 11,712,682 12,165,339

年  収入済額 8,471,750 8,732,362 11,093,533 11,492,450 11,944,647

分  収 納 率 98.1% 98.1% 98.1% 98.1% 98.2%

滞  調 定 額 303,846 308,164 314,623 370,064 399,931

繰  収入済額 41,851 45,989 54,793 79,163 78,570

分  収 納 率 13.8% 14.9% 17.4% 21.4% 19.6%

 調 定 額 8,938,239 9,206,240 11,628,150 12,082,746 12,565,269

計  収入済額 8,513,601 8,778,351 11,148,326 11,571,612 12,023,217

 収 納 率 95.3% 95.4% 95.9% 95.8% 95.7%

115,780 112,768 108,907 110,398 133,765

308,859 315,122 370,917 400,736 408,287

9,164 9,399 10,097 10,087 10,551

(5,651)

（２）目標及び実績
平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標 実績

収納率 98.1% 98.2% 98.1% 98.1% 98.1%

収入額 11,839,695 11,944,647 12,194,886 12,560,773 12,937,555

収入未済額 229,311 220,692 236,190 243,276 250,574

滞 収納率 17.5% 19.6% 17.5% 17.5% 17.5%

繰 収入額 66,699 78,570 68,747 70,809 72,933

高齢福祉部
介護保険課

対象債権名

　不納欠損額

　収入未済額計

　滞納者数

介護保険料 所管課名

（現年度滞納者数）

単位：千円

平成26年度

目標

現
年

補足説明
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収 納 率

 16



３．目標実現に向けた取組み

26年度の取組み内容と実績 27～29年度の取組み

・裁判所からの通知に基づき交付要求を実施す
る。
・前年度訪問催告者の収納状況を確認し、再納
付勧奨と税、国保等の調査を実施する。
・高額滞納者の財産調査を保険料収納課に依頼
する。
・財産調査の結果をもとに対象者を選定し、滞
納処分の実施を保険料収納課に依頼する。

回
収
困
難
な
債
権
の
履
行
確
保
に

つ
い
て

・裁判所からの通知に基づき交付要求を実施し
た。7件
・前年度訪問催告者の収納状況を確認し、再納付
勧奨と税、国保等の調査を実施した。
・高額滞納者の財産調査を保険料収納課に依頼
し、状況把握に努めた。

２．26年度実績に対する評価

　平成26年度の収納率のうち、現年分については目標を0.1ポイント上回り、滞納繰越分は目標を2.1ポ
イント上回る結果となった。これは、最終催告書送付時における注意文書の同封や、認定申請者への給
付額減額の実施及び電話催告・訪問催告の納付勧奨の成果と評価している。今後も高齢者数の増加が続
くことや、年金支給額の変更による納付状況への影響に注意していく。介護保険制度の安定的運営を行
うため、引き続き適正な債権管理を行うとともに、コンビニ収納やモバイルレジ及び口座振替受付サー
ビスなど多様な納付機会を被保険者に周知することで収納率の向上を目指す。

・窓口や電話の機会をとらえて便利なコンビニ
収納を周知する。
・通知書に同封するチラシ等でモバイルレジ及
び口座振替受付サービスを周知する。
・介護保険法に基づく滞納者対策の実施につい
て、被保険者、介護事業者等に広く周知し、注
意喚起を行う。

そ
の
他
の
方
策
に
つ
い
て
（

納
付

機
会
の
拡
大
等
）

・窓口や電話の機会をとらえて便利なコンビニ収
納を周知した。
・通知書に同封するチラシ等でモバイルレジ及び
口座振替受付サービスを周知した。
・介護保険法に基づく滞納者対策の実施につい
て、被保険者に広く周知し、注意喚起を行った。

・年度計画に基づき督促状と催告書を送付す
る。（督促状～年6回）（催告書～年4回　※特
例最終催告を含む）
・分納不履行者への個別催告を実施する。（毎
月　※随時夜間を含む）
・SKY2システムの分納・交渉記録等滞納管理機
能を活用して滞納者への電話催告や訪問催告を
実施する。（電話催告～11月から12月　※夜間
を含む）（訪問催告～12月）
・電話催告センターの活用に向けた検討を継続
する。

督
促
・
催
告
な
ど
徴
収
強
化
の
方
策
に

つ
い
て

・年度計画に基づき督促状と催告書を送付した。
（督促状～年6回　35,133件）（催告書～年4回
28,384件　※特例最終催告を含む）
・分納不履行者への個別催告を実施した。（毎月
※随時夜間を含む）
・SKY2システムの分納・交渉記録等滞納管理機能
を活用して滞納者への電話催告や訪問催告を実施
した。（電話催告～11月から12月　※夜間を含
む）（訪問催告～12月  ）
・電話催告センターの活用に向けた検討を継続し
た。
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１．収納の現況

（１）推移 単位：千円

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

現  調 定 額 2,059,937 2,282,364 2,420,565 2,810,424 3,034,905

年  収入済額 2,038,606 2,258,888 2,398,766 2,790,407 3,009,154

分  収 納 率 99.0% 99.0% 99.1% 99.3% 99.2%

滞  調 定 額 96,449 83,260 80,693 72,535 69,647

繰  収入済額 13,433 14,363 11,584 10,675 10,902

分  収 納 率 13.9% 17.3% 14.7% 14.7% 15.7%

 調 定 額 2,156,386 2,365,625 2,501,258 2,882,959 3,104,552

計  収入済額 2,052,039 2,273,251 2,410,350 2,801,082 3,020,056

 収 納 率 95.2% 96.1% 96.4% 97.2% 97.3%

18,905 11,236 18,222 13,666 10,048

85,594 81,369 72,686 68,615 74,586

524 515 562 510 504

（２）目標及び実績
平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標 実績

収納率 99.2% 99.2% 99.2% 99.3% 99.3%

収入額 3,031,975 3,009,154 3,031,975 3,035,032 3,035,032

収入未済額 24,452 25,889 24,452 21,395 21,395

滞 収納率 17.5% 15.7% 17.50% 18.00% 18.00%

繰 収入額 20,875 10,902 20,812 21,464 19,902

所管課名
子ども・若者部保
育認定・調整課

単位：千円

現
年

補足説明

目標

平成26年度

対象債権名

　不納欠損額

　収入未済額計

保育園保育料

　滞納者数
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３．目標実現に向けた取組み

26年度の取組み内容と実績 27～29年度の取組み内容と目標

・口座振替の推奨を行う。
・税資料未提出者の調査を強化する。

・引き続き、入園内定面接時や納付書送付時
などに、口座振替の推奨を行った。
・税資料未提出者については、入園申込時の
ほか、（在園児世帯には）随時提出依頼を
行った。

督
促
・
催
告
な
ど
徴
収
強
化
の
方

策
に
つ
い
て

回
収
困
難
な
債
権
の
履
行
確
保
に

つ
い
て

そ
の
他
の
方
策
に
つ
い
て
（

納
付

機
会
の
拡
大
等
）

・区立園長から督促、催告の通知を保護者へ
手渡し、納付相談を案内した。
　督促　年6回　101件
  催告  年2回 　43件
・電話催告センターを活用し、未納者に対し
納付勧奨を行った。
  年6回（述べ18日）対象世帯  609件

２．26年度実績に対する評価

・子ども子育て支援新制度の施行に伴い、住
民税所得割額に基づく利用者負担を実施す
る。実施にあたり、世帯の収入に応じた応能
負担となっていることや保育事業運営の貴重
な財源となっていることなどの周知を図って
いく。
・園を通じた納付勧奨や電話催告センター活
用等により徴収強化に取組む。

・滞納世帯の財産調査を実施する。
・あて先不明返戻者に居住地調査を行い、催
告する。
・名寄せにより、複数の債権が存在した場合
に、他部署との協力体制を構築していく。

・滞納世帯の財産調査、法人調査を実施し
た。
  未納世帯  468件  調査実施  25件

　前年度と比較して、滞納繰越分の収納率は1ポイント上昇し、現年分及び現年分と滞納繰越分の
合計の収納率は、ほぼ横ばいで推移した。
　現年分は、毎年在園児が増え、調定額が増加傾向にある中でも、昨年並の収納率を維持してお
り、督促状の手渡しや口座振替の推奨に伴い、効果的に納付を促すことができた。滞納分の収入率
は、23年度以降、低下・横ばい状況にあったが、収入済額の増加に伴い上昇した。
　現年分について、引き続き収納率の維持・向上に努めるとともに、滞納分については、現行の取
組みを踏まえ、より効果的・効率的な徴収方法を検討し、収納率の向上を図っていく。
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１．収納の現況

（１）推移 単位：千円

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

現  調 定 額 93,454 94,437 98,761 121,673 104,677

年  収入済額 92,603 93,819 98,396 120,623 104,199

分  収 納 率 99.1% 99.3% 99.6% 99.1% 99.5%

滞  調 定 額 2,744 2,475 2,538 2,490 2,925

繰  収入済額 482 240 317 304 650

分  収 納 率 17.6% 9.7% 12.5% 12.2% 22.2%

 調 定 額 96,198 96,912 101,299 124,163 107,602

計  収入済額 93,085 94,059 98,713 120,927 104,849

 収 納 率 96.8% 97.1% 97.4% 97.4% 97.4%

638 315 96 311 548

2,475 2,538 2,490 2,925 2,205

83 90 85 89 67

（２）目標及び実績
平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標 実績

収納率 99.6% 99.5% 99.6% 99.6% 99.6%

収入額 128,116 104,199 91,711 91,711 91,711

収入未済額 515 478 368 368 368

滞 収納率 15.0% 22.2% 15.0% 15.0% 15.0%

繰 収入額 339 650 331 280 246

平成26年度

目標

区立幼稚園入園料及び保育料 教育委員会事務局
学務課

所管課名

単位：千円

平成２７年度からの子ども・子育て支援新制度施行に伴い、保育料体系を応能
負担による４階層制に変更した。そのため、調定額の減額が見込まれることか
ら（※平成２７年度調定見込み額：９２，０７９千円）、平成２７年度以降の
現年分収入額及び収入未済額、滞納繰越分収入額の目標値を変更した。

現
年

補足説明

対象債権名

　不納欠損額

　収入未済額計

　滞納者数
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３．目標実現に向けた取組み

26年度の取組み内容と実績 27～29年度の取組み内容と目標

２．26年度実績に対する評価

 ・引き続き、幼稚園と連携した現年分の未納金が
少ない段階での迅速な督促・催告等を実施する。
 ・口座振替利用者について、振替不能であった場
合は、その都度通知し、納付書での支払を促す。

 ・引き続き、職員が幼稚園を訪問し、保護者と面
談し、滞納の理由などを確認した上で、分割納付
の相談に応じながら督促等を行う。
 ・過年度分の高額滞納者については、臨戸によ
り、面談による催告を行う。

　現年度分については、平成26年度より多子世帯における保育料の減免措置を講じたことから、収入額は
前年度と比較して大幅に減少した。収納率は、幼稚園での保護者面談により0.4ポイント上がった。
　また、滞納繰越分については、保護者面談・臨戸等により徴収を強化したことから、収入額・収納率と
もに大幅に伸びた。

・7月に職員が幼稚園を訪問し、保護者と面談
し、催告を実施（3件）。滞納の理由などを確認
した上で、分割納付の相談に応じた。その結
果、1名が全額納付し、また1名が分割納付を
行っている。
・分割納付の方には、収納状況を随時お知らせ
し、納付を促した。
・卒園児については、臨戸による催告を実施し
た（延べ16件）。 その結果、5名が全額納付
し、1名が分割納付を行っている。

・幼稚園在園中の保育料納付について、口座振
替を継続的に促進した。
・納付書払いの方には、口座振替の勧奨通知を
送付した。

督
促
・
催
告
な
ど
徴
収
強
化
の
方

策
に
つ
い
て

回
収
困
難
な
債
権
の
履
行
確
保
に

つ
い
て

・保育料の支払いは原則として口座振替である旨
のお知らせを、入園前に保護者に配布する。
・納付書払いの方には、入園後も口座振替の勧奨
通知を送付する。
・ポスター掲示等により、幼稚園在園中の保育料
納付について、口座振替を継続的に促進する。

そ
の
他
の
方
策
に
つ
い
て
（

納
付

機
会
の
拡
大
等
）

・支払が滞っている在園児保護者に対し、幼稚
園副園長より催告書を手渡し、納付を促した
（延べ6件）。その結果、2名が全額納付した。
 ・口座振替利用者について、振替不能であった
場合は、その都度通知し、翌月の一括支払を促
した。
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１．収納の現況

（１）推移 単位：千円

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

現  調 定 額 207,681 262,941 383,732 367,559 382,990

年  収入済額 102,336 103,200 151,924 161,475 139,683

分  収 納 率 49.3% 39.2% 39.6% 43.9% 36.5%

滞  調 定 額 439,364 494,443 590,871 740,434 870,462

繰  収入済額 20,929 26,498 35,562 33,724 39,521

分  収 納 率 4.8% 5.4% 6.0% 4.6% 4.5%

 調 定 額 647,045 757,385 974,604 1,107,993 1,253,452

計  収入済額 123,265 129,698 187,486 195,199 179,204

 収 納 率 19.1% 17.1% 19.2% 17.6% 14.3%

29,337 36,815 32,916 42,332 48,284

494,443 590,871 754,201 870,462 1,025,964

2,165 2,482 2,783 3,275 4,110

（２）目標及び実績 単位：千円

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標 実績

収納率 - 36.5% 40.0% 40.0% 40.0%

収入額 - 139,683 151,237 151,237 151,237

収入未済額 - 243,307 226,856 226,856 226,856

滞 収納率 - 4.5% 5.0% 5.0% 5.0%

繰 収入額 - 39,521 51,298 51,298 51,298

補足説明

対象債権名

　不納欠損額

　収入未済額計

　滞納世帯数

目標

所管課名
保健福祉部生活福祉担
当課、総合支所生活支
援課

平成26年度

生活保護費

現
年
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３．目標実現に向けた取組み

26年度の取組み内容と実績 　27～29年度の取組み内容と目標

①被保護者への書面による定期的周知に加
え、ケースワーカーによる個別指導により収
入申告書の提出を求めた。
②生活保護法改正により拡大された調査権限
を行使して、返還請求事務の迅速化を図っ
た。

①未納者に対する督促・催告を実施す
る。
②不正手段に起因する債権について、本
人の申出にもとづく保護費支給額からの
差引徴収の適用拡大を図る。

督
促
・
催
告
な
ど
徴
収
強
化
の
方

策
に
つ
い
て

①転出者を含め、未納者に対する督促（毎
月）・催告（年3回）を実施した。
②不正手段に起因する債権について、本人の
申出にもとづく保護費支給額からの差引徴収
を開始した。

２．26年度実績に対する評価

　税情報の活用による被保護者の収入調査や専門員を配置しての年金受給資格等の調査の強
化に取り組んだ結果、現年分調定額は増加した。
 これに対して、現年分収入済額が減少しているのは、年金支給開始に伴い発生する返還金の
1件あたりの返還請求額が減少したことが影響していると考えられる。また、生活保護費債権
の返済には支給される保護費を充てることが多いことから、長期にわたる少額の分割納付が
多く、全体として収入率が低い状況にある。
　新たな取組みとして、26年7月に改正生活保護法が施行されたことをうけ、不正手段に起因
する債権には、本人の申出に基づき保護費支給額からの差引徴収（分割納付）を開始し、効
率的な収納を図った。

①債権の一層の発生抑制に向けたケース
ワーク体制を検討する。
②各種調査のさらなる迅速化と被保護者
の就労状況の把握を徹底する。
③年金支給開始時の保護費返還請求額の
低減に向け、専門員を追加配置する。

回
収
困
難
な
債
権
の
履
行
確
保
に

つ
い
て

①ケースワーカーによる納付指導を行った。
②個別事情を考慮し、一括納付あるいは分割
納付等の計画的な返済を促進した。

①家計相談や就労支援、疾病治療指導等
により、返済に向けた支援を行う。
②個別事情を考慮し、一括納付や分割納
付等の計画的な返済を促進する。

そ
の
他
の
方
策
に
つ
い
て
（

納
付

機
会
の
拡
大
等
）
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１．収納の現況

（１）推移 単位：千円

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

現  調 定 額 83,850 87,323 79,766 73,885 71,039

年  収入済額 71,036 70,891 65,370 62,563 60,807

分  収 納 率 84.7% 81.2% 82.0% 84.7% 85.6%

滞  調 定 額 135,620 138,421 140,543 138,938 133,451

繰  収入済額 10,012 13,988 14,029 15,332 17,442

分  収 納 率 7.4% 10.1% 10.0% 11.0% 13.1%

 調 定 額 219,469 225,744 220,309 212,823 204,490

計  収入済額 81,048 84,879 79,399 77,895 78,249

 収 納 率 36.9% 37.6% 36.0% 36.6% 38.3%

0 322 1,973 1,476 1,365

138,421 140,543 138,938 133,451 124,876

647 559 588 583 590

（２）目標及び実績
平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標 実績

収納率 90.0% 85.6% 90.0% 90.0% 90.0%

収入額 55,833 60,807 51,879 48,838 46,574

収入未済額 6,203 10,233 5,764 5,427 5,175

滞 収納率 11.0% 13.1% 11.0% 11.0% 11.0%

繰 収入額 14,382 17,442 13,482 12,633 11,841

　滞納者数

平成26年度

単位：千円

子ども・若者部
子ども育成推進課

所管課名
奨学資金貸付金

目標

現
年

補足説明

対象債権名

　不納欠損額

　収入未済額計
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３．目標実現に向けた取り組み

26年度の取組み内容と実績 27～29年度の取組み内容と目標

・償還計画に基づく償還ができなかったもの
に対し、文書督促、催告を行った。  現年度
督促(7回)
・過年度滞納者に対し、催告を行った。(1
回)
・電話督促を集中的に行った。(年1回)
・連絡の取れない借受人に対し、親権者及び
連帯保証人催告を行った。(1回)
・督促状等を送った際に返送された借受者及
び連帯保証人の現住所確認を行った。(149
件)

・債権管理連絡会と連携し、今年度も、正当
な理由なく、再三の催告にも応じない回収困
難な滞納債権について整理・回収を弁護士に
20件委任し、私債権の整理回収を図った。
完済（9件）分割納付の合意（3件）
・平成24年度に整理・回収を弁護士に依頼し
た案件のうち3件について、訴訟提起し、区
の請求が認められた。そのうち2件について
は、相手方が出席し、訴訟外での分納合意に
至った。

　長期滞納者について親権者以外の連帯保証人への催告、催告文書内容の強化などによる納付勧
奨、高額な滞納額を抱えたままとなっている債務者（20件）への対応を弁護士に整理委任する取
組みを前年度に引続き行った結果、過年度繰越分については目標を達成することが出来た。現年
度分については、督促や催告を実施し目標を達成することは出来なかったが、昨年度に引続き収
納率は微増した。平成24年度に弁護士委任した案件の中で、回収困難なものに対し3件を訴訟提起
し、区の請求が認められた。そのうち2件については、相手方が出席し、訴訟外での分納合意に
至った。

債務者の償還意欲を尊重しつつ、継続して償
還可能な計画、方法を検討・導入・提案して
いく。

２．26年度実績に対する評価

早期の催告により、滞納額を増やさないよう
にするとともに、借受人だけでなく、連帯保
証人等に速やかに催告する。また、住所確認
を徹底して定期的な督催告を実施していく。

正当な理由なく償還に至らない債権について
は、弁護士に債権回収を委任し、司法手続き
を実施していく。

・過年度納付困難者に対して分割納付の対応
をした。（39件）
・不納欠損処理の実施（5件1,365,160円）

そ
の
他
の
方
策
に
つ
い
て
（

納
付

機
会
の
拡
大
等
）

督
促
・
催
告
な
ど
徴
収
強
化
の
方
策

に
つ
い
て

回
収
困
難
な
債
権
の
履
行
確
保
に
つ

い
て
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１．収納の現況

（１）推移 単位：千円

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

現  調 定 額 543,860 522,790 523,171 520,977 541,406

年  収入済額 532,360 512,410 516,648 511,655 526,075

分  収 納 率 97.9% 98.0% 98.8% 98.2% 97.2%

滞  調 定 額 42,545 46,463 40,315 40,046 37,431

繰  収入済額 8,516 6,578 9,888 10,363 11,505

分  収 納 率 20.0% 14.1% 24.5% 25.9% 30.7%

 調 定 額 586,405 569,253 563,486 561,023 578,837

計  収入済額 540,876 518,988 526,536 522,018 537,580

 収 納 率 92.2% 91.1% 93.4% 93.0% 92.9%

3,535 5,200 100 4,380 0

41,994 45,065 36,850 34,625 41,257

105 108 106 94 102

（２）目標及び実績
平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標 実績

収納率 98.8% 97.2% 98.8% 98.8% 98.8%

収入額 505,734 526,075 505,734 505,734 505,734

収入未済額 6,144 15,331 6,144 6,144 6,144

滞 収納率 24.5% 30.7% 24.5% 24.5% 24.5%

繰 収入額 9,052 11,505 8,340 7,802 7,396

区営住宅使用料

　収入未済額計

　滞納者数

単位：千円

都市整備部
住宅課

所管課名

補足説明

平成26年度

目標

現
年

対象債権名

　不納欠損額
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３．目標実現に向けた取組み

26年度の取組み内容と実績 27～29年度の取組み内容と目標

２．26年度実績に対する評価

そ
の
他
の
方
策
に
つ
い
て

（

納
付
機
会
の
拡
大
等
）

・年間計画を作成し、計画的に催告・呼出を
実施した。
　電話催告（年4回、夜間1回）文書催告（年
3回）
　訪問催告（年3回）滞納者呼出（年3回）
・納付誓約者の納付状況を把握し、毎月着実
に納付させるよう努めた。納付指導（年3
回）
・生活保護受給中の滞納者については代理納
付を行った。(218件　6,253,000円）

・滞納者の滞納額や支払い能力に応じた個別
対応を戦略的に行っていく。(現年度滞納者
への対応を強化し、少額滞納者、生活保護受
給者、弁護士案件等パターン別に滞納者の状
況を分析し、特性に合わせて債権管理を行
う。）
・年間計画を作成し、計画的に催告・呼出を
実施する。
　電話催告（年５回）文書催告（年３回）
　訪問催告（年２回）滞納者呼出（年３回）
・納付誓約者の納付状況を把握し、毎月着実
に納付させる。
・連帯保証人に対しても早期に連絡をとるこ
とで、滞納の早期解消を図る。
・生活保護受給中の滞納者については代理納
付を行うことで累積滞納を防ぐ。

　正当な理由もなく、再三の催告にも応じな
い滞納者に対しては法的措置を実施してい
く。
・債権管理連絡会と連携し、弁護士による私
債権の整理・回収を図る。
　債務履行の催告（7～8月）
　納付相談の実施（8～9月）
　訴訟等対象者の選定（9～10月）
　訴訟等提起（10月以降）

・初期滞納者へは電話催告センターを利用
し、長期滞納を防ぐ。また、誓約書や即決和
解等で分納している者についても、電話催告
センターを利用した納付管理を検討する。
・納付困難者に対する分割納付
・適正な不納欠損処理の実施
・収入未申告者とならないよう収入報告書の
提出を徹底させる。

・債権管理連絡会と連携し、弁護士による私
債権の整理・回収を継続的に行った。

・初期滞納者へは電話催告センターを利用し
た。（年6回）
・納付困難者に対する分割納付
（66件　2,790,400円）
・収入未申告者とならないよう収入報告書の
提出を徹底した。

督
促
・
催
告
な
ど
徴
収
強
化
の
方
策
に
つ
い
て

回
収
困
難
な
債
権
の
履
行

確
保
に
つ
い
て

　年間計画に基づいた催告により、現年分、滞納繰越分ともに収納率の向上を目指した。電話催
告の強化の一環として電話催告センターを利用することにより、現年度滞納分解消に努めた。ま
た、呼び出しによる生活状況聴取にあわせた納付相談を実施することで、滞納者の納付意識を高
め、滞納繰越分の計画的な納付に結び付けることができた。（滞納繰越分収納率は30．7％となっ
た。）また、弁護士による私債権の整理、回収を継続的に行った。
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１．収納の現況

（１）推移 単位：千円

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

現  調 定 額 162,349 167,739 145,658 152,440 130,446

年  収入済額 161,057 166,424 144,837 151,306 129,489

分  収 納 率 99.2% 99.2% 99.4% 99.3% 99.3%

滞  調 定 額 11,854 8,872 6,811 6,149 5,344

繰  収入済額 1,036 1,444 864 865 766

分  収 納 率 8.7% 16.3% 12.7% 14.1% 14.3%

 調 定 額 174,203 176,611 152,469 158,589 135,790

計  収入済額 162,093 167,868 145,701 152,171 130,256

 収 納 率 93.0% 95.0% 95,6% 96.0% 95.9%

3,238 1,932 619 1,074 631

8,872 6,811 6,149 5,344 4,903

203 205 177 155 139

（２）目標及び実績
平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標 実績

収納率 99.0% 99.3% 99.0% 99.0% 99.0%

収入額 138,313 129,489 138,313 138,313 138,313

収入未済額 1,383 957 1,383 1,383 1,383

滞 収納率 9.0% 14.3% 9.0% 9.0% 9.0%

繰 収入額 526 766 499 472 445

現
年

補足説明

対象債権名

　不納欠損額

　収入未済額計

　滞納者数

目標

平成26年度

区立中学校給食費 教育委員会事務局
学校健康推進課

所管課名

単位：千円
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(千円） 現年分収納の推移
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収 納 率
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３．目標実現に向けた取組み

26年度の取組み内容と実績 27～29年度の取組み内容と目標

２．26年度実績に対する評価

　現年の未納者に対しては、毎月の文書送付や学校を通じ保護者面談時に担任から未納通知の手
渡し、児童手当支給時期に合わせた文書送付や民間事業者による電話催告の実施により納付を促
した。
　滞納繰越分については、滞納額の多少を問わず文書での催告を行った。また、債権管理担当と
連携し、債権の整理・回収を行った。弁護士からの催告により、複数の滞納者について、全額あ
るいは一部納付に応じた。
　平成26年度においては、これまで継続的に実施してきた取組みにより目標以上の成果をあげる
ことができた。今後も引き続き、現年分、滞納繰越分ともに定期的に電話や文書での催告を行
い、訪問徴収等の機会を持ち徴収強化に取り組む。

・児童手当の支給時期に合わせ、支払いを促
す催告を行い、徴収の強化を図る。（年2回
予定）
・就学援助制度について周知し、学務課と連
携したうえで、受給者の給食費を就学援助費
から充当することにより、未納の発生を抑え
る。

回
収
困
難
な
債
権
の
履
行
確
保

に
つ
い
て

・電話催告、訪問徴収の機会を通じ、分割納
付に繋げた。
・納付相談にも応じない滞納者について、弁
護士名による催告等を行った。（9件）
・臨戸訪問を行い、納付につなげた。（43件
訪問、徴収8件、53,847円、納付計画7件）

・引き続き、効果的な電話催告、訪問徴収を
行い、納付に繋げる。
・納付及び納付相談にも応じない滞納者につ
いて、弁護士による催告等をしていく（10件
程度）

そ
の
他
の
方
策
に
つ
い
て
（

納
付

機
会
の
拡
大
等
）

・児童手当の支給時期に合わせ、支払いを促
す催告を行い、徴収の強化を図った。（年2
回）
・就学援助制度について周知し、学務課と連
携したうえで、受給者の給食費を就学援助費
から充当することにより、未納の発生を抑え
た。

・現年の未納者に対して毎月未納額を通知す
るとともに、事業者による電話催告で督促を
行い確実に収納できるようにする。(通知月1
回、年12回予定。電話催告年2回予定。）
・在校生に対しては、学校を通じて催告書を
手渡し(年2回予定）、保護者面談時には担任
から保護者へ直接手渡しを行い納付を促す。
（年1回予定）
・過年度滞納分については、前年度卒業生に
対し、定期的に文書・電話での催告を行い、
訪問徴収を効果的に行う。

督
促
・
催
告
な
ど
徴
収
強
化
の
方

策
に
つ
い
て

・現年の未納者に対しては、毎月未納額を通
知し、確実に収納できるように取組んだ。
（月1回、年12回）
・在校生に対しては、学校を通じて催告書を
手渡し（10月　1回）、保護者面談時には担
任から保護者へ直接手渡しを行い、納付を促
した。（11月～12月　1回）
・事業者による電話催告を実施し、納付を促
した。（2月　1回）
・過年度滞納分については、定期的に文書で
の催告を行い、訪問徴収を行った。
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